
山梨県建設工事等入札制度合理化対策要綱 

 

第１ 方  針 

  建設工事並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び監理業務並びに土木施設（道路、河川、

公園、下水道施設その他別に定める施設をいう。以下同じ。）の維持管理業務（以下「工事等」

という。）の公共性及び特殊性を考えるとき、県が発注する工事等の執行に当たっては、公正自

由な競争を図るとともに、業者の信用、技術及び施工能力等を十分勘案する必要がある。 

  このため、入札に参加しようとする者については、一定の基準に基づきその資格を審査する

とともに、建設工事については「建設業業種」（以下「業種」という。）の客観的事項審査を基

礎とし実施するが、本県内に主たる営業所を有する建設業者の一部の業種については主観的要

素を加え、等級を付し、入札制度の合理的な運営を図るものとする。 

 

第２ 入札参加者の資格 

  県が発注する工事等の入札に参加しようとする者は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第１

６号）施行令第 167 条の４の規定（第 167 条の 11 第１項において準用する場合を含む）による

ほか、同施行令第 167 条の 11 第２項の規定による、「建設工事等に係る競争入札に参加する者

に必要な資格等」（平成３０年山梨県告示第３０４号）（以下「告示」という。）に基づき、当該

入札に参加するため必要な資格の審査（以下「資格審査」という。）を受けることをその要件と

する。 

 

第３ 資格審査の申込み 

１ 建設業の許可を受けている建設業者並びに「建設工事に係る測量、調査、設計及び監理業務」 

（以下「測量等」という。）の登録業者並びに「土木施設の維持管理業務」（以下「維持管理業

務」という。）の業者で、資格審査を受けようとする者は、知事が別に定めるところにより、電

子申請を行わなければならない。 

２ この資格審査の有効期間は、告示に定める審査基準日後の最初の４月１日から２年間とし、

資格審査は平成４年度の審査より隔年ごとに実施するものとする。 

  ただし、資格審査の中間年においても新規及び業種の追加について審査を行うが、この有効

期間は、平成４年度の審査より隔年ごとに実施する資格審査の有効期間の最終日までとする。 

３ 事業協同組合として資格審査を受けようとするものは、１によるほか「事業協同組合に係る

総合点数の算定方法等に関する特例要領の設定について（通知）（昭和５８年３月４日監第３－

７号）」（以下「事業協同組合特例要領」という。）に定めるところにより、入札参加資格審査申

請書を知事に提出することができる。 

４ 県内建設業者が合併を行った場合等においては、別に定めるところにより、申請により随時の入

札参加資格審査書を知事に提出することができる。 

 

第４ 資格審査 

  審査は、入札参加資格についての適格性及び工事等の施工能力について行い、適格者とした

者を入札参加有資格者名簿（以下「名簿」という。）に登載する。このうち、建設業者について

は、工事施工能力の審査結果を付して登載する。 

１ 適格性の審査 

  適格性については、第２の入札参加の資格について審査する。 



２ 工事施工能力の審査 

  工事施工能力については、１によって適格者と認められた者について、次に掲げる客観的事

項について、業種ごとに審査し、さらに、第５の等級を設ける業種については、主観的事項も

審査し、それぞれの数値を求めるものとする。 

（１）客観的事項の審査 

   客観的事項の審査は、「建設業法第 27条の 23 第３項の経営事項審査の項目及び基準を定め

る件」（平成２９年国土交通省告示第１１９６号）により行うものとする。 

（２）主観的事項の審査 

   主観的事項の審査は、次の各号により行うものとする。 

  ア 工事種類別工事成績 

    審査基準日の前日までの２年間に完成した工事について、工事種類ごとに、工事成績評

定の数値を算定するものとする。 

  イ その他の主観的事項 

   （ア）労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ若しくは ISO45001 又は建設業労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

の認証取得 

   （イ）建設業労働災害防止協会（建災防）山梨県支部の事業での活動 

（ウ）ISO 9001 の認証取得及び更新 

   （エ）ISO 14001 の認証取得及び更新 

   （オ）山梨県温室効果ガス排出抑制計画トライアル事業への参加 

   （カ）建設機械の保有 

   （キ）障害者雇用 

   （ク）子育て支援 

   （ケ）県との災害協定参加企業 

   （コ）新規学卒者雇用 

   （サ）不当要求防止責任者講習の受講 

   （シ）チャレンジ産廃３R事業への参加 

   （ス）消防団協力事業所の認定 

   （セ）女性技術者雇用 

（３）工事施工能力の判定 

   工事施工能力の判定は、客観的事項の審査数値に主観的事項の審査数値を加えて評定する

ものとする。 

（４）入札参加資格の変更 

   入札参加資格の有効期間に次の事項に変更があったときは、その事実を証する書類を添えて変

更の手続を行わなければならない。 

ア 商号又は本社の所在地 

イ 本社の電話番号 

ウ 代表者 

エ その他知事が必要と認める事項 

（５）入札参加資格の喪失 

入札参加資格の有効期間に第４の１の適格性を欠いた者は、名簿から削除し、失格とする。 

（６）入札参加資格者の地位の承継 

入札参加者が次の各号のいずれかに該当する場合は、別に定めるところにより知事の承認を受

け、参加資格者の地位を承継できる。 

ア 合併 

   （ア） 合併により新たに新設された会社が、合併により消滅した会社の入札参加資格及び施工

実績を継承しようとする場合（新設合併） 



   （イ） 合併により存続する会社が、合併により消滅した会社の入札参加資格及び施工実績を継

承しようとする場合（吸収合併） 

イ 分割 

   （ア） 会社分割により新たに設立された会社が、既存の会社の入札参加資格及び施工実績を継

承しようとする場合（新設分割） 

   （イ） 会社分割により、既存の会社が、既存の他の会社の入札参加資格及び施工実績を継承

しようとする場合（吸収分割） 

ウ 譲渡 

    会社法上の事業譲渡により、譲渡会社の入札参加資格及び施工実績を継承しようとする場合 

エ 法人成 

    入札参加資格を有する個人業者がその営業を廃止し、個人事業主の法人成りとして建設業許可

番号の継承が認められ、その会社が個人業者の入札参加資格及び施工実績を継承しようとする

場合 

オ 事業継承 

    入札参加資格を有する個人業者が死亡等又は引退のため、あるいは、議員等に就任のため、事

業継承として建設業許可番号の継承が認められ、その事業継承人が被事業継承人の入札参加資

格及び施工実績を継承しようとする場合 

カ その他 

（７）再度の資格審査 

   入札資格参加者で、会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく会社更生手続開始の決

定を受けた者並びに民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の決定

を受けた者は、別に定めるところにより第３の規定に準じ再度の資格申請をすることができる。 

 

第５ 等級別発注区分 

  次の表の工事種類については、等級を設けて格付し、各等級に格付けされた者の中から一般競

争入札における入札参加資格の設定及び指名競争入札における指名業者の選定を行うものとする。 

等 

級 

事項 予  定  価  格 

区分 土木一式 建築一式 電 気 管 舗 装 

Ａ 金額 4,000 万円以上 1 億円以上 1,000 万円以上 1,000 万円以上 500 万円以上 

Ｂ 金額 
2,000 万円以上 

1 億円未満 

3,000 万円以上 

1 億 5000 万円未満 

500 万円以上 

5,000 万円未満 

500 万円以上 

5,000 万円未満 

2,000 万円 

未満 

Ｃ 金額 
500 万円以上 

3,000 万円未満 

1,500 万円以上 

7,500 万円未満 
1,000 万円未満 1,000 万円未満 ――― 

Ｄ 金額 1,000 万円未満 1,500 万円未満 ――― ――― ――― 

 

第６ 入札執行会議 

  工事等の入札に参加させようとする者の資格を審査するため、森林環境部、農政部、県土整備部、

及び森林環境部、農政部、県土整備部の出先機関（支所を含む。）に「建設工事入札執行会議」を置

く。 

 



第７ その他 

この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に必要な事項は、別に定める。 

 

   

附 則 

１ この要綱は、昭和４４年８月１日から施行する。 

２ 山梨県建設工事入札合理化対策要綱（昭和３９年５月施行）は、廃止する。 

附 則 

 この改正は、昭和４５年分から適用する。 

附 則 

 この改正は、昭和４９年分から適用する。 

附 則 

 この改正は、昭和５２年分から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和５４年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和５５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和５６年５月 16 日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和５７年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和５８年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和５９年４月１日から適用する。 

附 則 

この改正は昭和６０年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和６１年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和６２年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は昭和６３年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成元年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２年６月６日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成３年７月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成５年１月６日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成５年７月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成７年４月１日から適用する。 

附 則 



 この改正は平成９年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成９年１２月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１０年７月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１１年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１３年１０月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１４年７月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１５年７月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１７年４月１日から適用する。 

附 則 

この改正は平成１８年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１８年９月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２０年６月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２１年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２２年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２３年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正は令和３年４月１日から適用する。 



附 則 

 この改正は令和７年４月１日から適用する。 


